
行政改革の重要方針（抄） 
 
                              平成 17 年 12 月 24 日 
                                                            閣 議 決 定 
 
 
 「小さくて効率的な政府」を実現し、財政の健全化を図るとともに、行政に対する信頼

性の確保を図ることは、政府にとって喫緊かつ最重要課題の一つである。 
 このため、政府はこれまで「行政改革大綱」（平成 12 年 12 月１日閣議決定。以下「12
年改革大綱」という。）及び「今後の行政改革の方針」（平成 16 年 12 月 24 日閣議決定。

以下「16 年改革方針」という。）等に基づき、「官から民へ」、「国から地方へ」等の観

点から行政改革を推進してきた。 
 今後、「小さくて効率的な政府」への道筋を確かなものとするためには、与党の議論を

踏まえこれまで以上に事業の仕分け・見直しなどを行いつつ、行政のスリム化、効率化を

一層徹底することが必要である。この観点から、以下のとおり、更に推進すべき行政改革

の重要課題について、現段階で新たに政府として具体的な方針を策定するものを一括して

取りまとめ、既往の行革方針等で示された事項と併せ、これらを更に推進し改革を続行す

る。 
 また、本重要方針で定める改革の今後における着実な実施のため、基本的な改革の方針、

推進方策等を盛り込んだ「行政改革推進法案（仮称）」を策定し、平成 18 年通常国会に提

出する。 
 
（ 中 略 ） 
 
２ 独立行政法人、公営競技関係法人、その他政府関係法人の見直し 
（１）独立行政法人の組織・業務全般の見直し等 
  ア 平成 17 年度末に中期目標期間が終了する 24 法人について、「中期目標期間終了時

における独立行政法人の組織・業務全般の見直しについて」（平成 15 年８月１日閣

議決定）に基づき厳しく見直し、「平成 17 年度末に中期目標期間が終了する独立行

政法人の主要な事務及び事業の改廃に関する勧告の方向性について」（平成 17 年 11
月 14 日政策評価・独立行政法人評価委員会）に沿った措置（概要は別表１のとおり）

を講ずる。 
   これにより、 
   ① 24 法人は 20 法人に整理・統合（平成 17 年度末までに中期目標期間が終了する

法人は 56 法人あり、昨年はそのうち 32 法人について見直しを実施。昨年及び本

年の見直しにより、56 法人は 42 法人に整理・統合。） 



   ② 19 法人の役職員の身分は非公務員化（昨年及び本年の見直しにより、51 法人の

特定独立行政法人中、44 法人の役職員の身分が非公務員化。） 
     これらの法人の新たな中期目標については、政策評価・独立行政法人評価委員

会及び独立行政法人に関する有識者会議の指摘に沿って、目標期間中に達成すべ

き水準をできる限り定量的・具体的に定める。特に、業務運営の効率化について

は、厳格かつ具体的な一般管理費及び事業費の削減・効率化目標を示すことによ

り、一層効率的な業務運営を目指す。 
 
  イ 特殊法人等から移行して設立された独立行政法人の見直し 
    特殊法人等から移行して設立された独立行政法人の中期目標期間の終了時期が平

成 18 年度以降初めて到来することとなる。これらの法人については、「官から民へ」

の観点から事業・組織の必要性を厳しく検討し、その廃止・縮小・重点化等を図る

ことはもとより、法人の事業の裏付けとなる国の政策についてもその必要性にまで

さかのぼった見直しを行うことにより、国の財政支出の縮減を図る。 
 
  ウ 平成 18 年度における見直し 
    平成 18 年度においては、当該年度末に中期目標期間が終了する独立行政法人（9

法人）に加え、平成 19 年度末に中期目標期間が終了する法人（31 法人）についても、

円滑かつ効果的な見直しを行う観点から、業務・組織全般の見直しの検討に着手し、

相当数について結論を得る。

    融資業務等を行う独立行政法人については、平成 20 年度末に中期目標期間が終了

する法人も含め、平成 18 年度中に政策金融改革の基本方針の趣旨を踏まえた融資業

務等の見直しを行い、結論を得る。 
    これらの法人の見直しに当たっては、平成 18 年夏を目途に、政府としての基本的

な考え方を取りまとめる。また、政策評価・独立行政法人評価委員会としての見直

しの方針を取りまとめる。 
 
（ 中 略 ） 
 
４ 総人件費改革の実行計画等 
 （１）総人件費改革の実行計画 
    公務員の総人件費について、定員の大幅な純減と給与制度改革の強力な推進によ

り、大胆に削減する。その際、政府の規模の大胆な縮減に向けて、国家公務員（94.8
万人、郵政公社職員を含む。）の総人件費について、対 GDP 比でみて今後 10 年間で

概ね半減させるといったような長期的な目安も念頭におきながら改革を進めるとと

もに、地方公務員についてもこれを踏まえた削減努力を要請し、官のリストラ努力



について国民の理解を得られるよう、あらゆる手段を駆使して改革を断行する。 
    このため、「総人件費改革基本方針」（平成 17 年 11 月 14 日経済財政諮問会議）に

即し実行計画を定めることとし、業務の大胆かつ構造的な見直しを実現するための

枠組み及び独立行政法人等について総人件費を削減する具体的な実行措置等を含め、

今後５年間で事項すべき取組を定める。 
    これらを、平成 18 年度予算や地方財政計画から順次反映させることとする。 
 
   （ 中 略 ） 
 
 ウ その他の公的部門の見直し 
  ① 独立行政法人及び国立大学法人法に基づく法人 
    (ｱ) 主務大臣は、国家公務員の定員の純減目標（今後５年間で５％以上の純減）及

び給与構造改革を踏まえ、独立行政法人及び国立大学法人法に基づく法人につい

て、各法人ごとに、国家公務員に準じた人件費削減の取組を行うことを中期目標

において示すこととする。

    (ｲ)  各法人は、中期目標に従い、今後５年間で５％以上の人件費（注）の削減を行

うことを基本とする（日本司法支援センター及び沖縄科学技術研究基盤整備機構

を除く。）これに加え、役職員の給与に関し、国家公務員の給与構造改革を踏まえ

た見直しに取り組むものとする。 
     各法人の長は、これらの取組を含む中期計画をできる限り早期に策定し、主務

大臣は、中期計画における削減目標の設定状況や事後評価等を通じた削減の進捗

状況等を把握するものとする。 
    （注）今後の人事院勧告を踏まえた給与改定分を除く。 
   (ｳ)  上記の(ｲ)の取組を踏まえ運営費交付金等を抑制する。 
   (ｴ)  各省庁の独立行政法人評価委員会及び国立大学法人評価委員会は、各法人の人

件費削減の取組状況や国家公務員の水準を上回る法人の給与水準の適切性等に関

し厳格な事後評価を実施するとともに、総務省の政策評価・独立行政法人評価委

員会においても２次評価を行うこととし、これらの結果を公表する。 
 
 
 
 
 
 
 
 



経済財政運営と構造改革に関する基本方針（抄） 
 
                              平成 17 年６月 21 日 
                                                            閣 議 決 定 
 
 
（ 略 ） 
 
第２章 「小さくて効率的な政府」のための３つの変革 
 
（ 中略 ） 
 
（２）公務員の総人件費改革 
 （公務員の総人件費削減） 
  公務員の総人件費について、国・地方ともに定員の「純減目標」などの明確な目標を

掲げて強力に取り組む。 
  このため、下記の事項に留意しつつ、総人件費改革のための基本指針を平成１７年度

秋までに策定し、平成１８年度の予算や地方財政計画から順次反映させる。これらによ

り、公的部門全体の総人件費の抑制に取り組む。 
 
（ 中略 ） 
 
 ⑦ 特殊法人、独立行政法人、公益法人等、公的部門全体の人件費を抑制する。こうし

た取組を通じ、当該法人に対する補助金や運営費交付金を見直す。 
 


